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旧ソ連・東欧の社会主義諸国が，その中央集権的政治・経済体制を脱却し
て民主主義・市場経済への移行を開始してから十余年経った。それらのうち
でポーランド，チェコ，ハンガリーは1995-96年にOECD，９９年にはＭＩＤ
に加入し，すでに「西側諸国」のうちに数えられている(1)。ＥＵ諸国との経
済的格差はなお大きいが，これら諸国とスロベニア，エストニアなどがＥＵ
加盟を認められる日も間近に迫っているようだ。他方，戦争で傷ついたボス
ニアやセルビアは言うまでもなく，ソ連やコメコン内の分業・協力体制崩壊
による経済的苦境から未だに回復できず，政治的にも指導者の個人独裁的体
制が続いている国も少なくない。かつては同一のマルクス・レーニン主義と
いうイデオロギーを奉じ，きわめて類似した政治・経済体制を有していたこ
れら諸国の間で，なぜかくも大きな相違が生じてきたのだろうか。もっとも
単純かつ基本的な理由は，もともと民主主義、市場経済の発展において大き
な格差があった諸国が,ﾛｼｱに鋲って社会主義を強制されてそう沖発展
が妨げられ，表面的に画一化したけれども，その強制がなくなって歴史的相
違が現れてきた，ということだろう。
そうとしても，ではそうした歴史的相違がなぜ生じたのか，社会主義下で
の社会的・経済的発展はそうした格差を縮めなかったのか，また仔細に見れ
ば，画一的なはずの社会主義体制にかなりの相違があったことや，移行過程
の政治のあり方や経済政策にもかなりの相違があったことが，現在の各国の
状況にそうとう影響を与えているのではないか，という疑問が生じる。こう
した諸問題に説得力ある解答を与えるには，各国に関する専門家の共同作業
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が必要であろうが，すでに多くの論者が，単独あるいは共同で，－部あるい
は多くの国について研究し，様様な仮説を提示してきている。そうした研究
はほぼ一様にポーランド，チエコ，ハンガリー，とりわけハンガリーを，もっ
とも民主主義化・市場経済化に成功している例として取り上げている。そこ
で本稿は，そのハンガリーに注目して，様様な仮説をその経験に照らして検
証することにしよう。
第一節では多くの旧社会主義国の現在の政治・経済状況を簡単に比較し
て，ハンガリーが相対的にもつとも社会主義的政治・経済体制からの脱却に
成功していることを示し，次ぎにそうした成功と他国の失敗のよってきたる
由縁についての諸仮説を紹介する。第二節では，それらの仮説に関わるハン
ガリーの社会主義化以前，社会主義時代，脱社会主義過程の経験の概要を確
認して，妥当性を検証する。もとより，そうした仮説の検証には，脱社会主
義にあまり成功していない例一ベラルーシやコーカサス・中央アジア諸国
一とよく比較してみる必要があるから，ここでは暫定的結論とならざるを
えない。しかし「結び」では，いっそう大胆に，ハンガリーを始めとする旧
社会主義諸国の移行過程の経験から，民主主義と市場経済の関係について何
が言えそうかを考察してみたい(2)。
１．旧社会主義諸国の相違
（１）政治・経済状況の比較データ
バンス（ⅧerieBunce）は，「ポスト社会主義の政治経済学」という論文(3)
において，１日ソ連・東欧27カ国（データの一部欠ける国もある）の政治・経
済状況を比較している。政治面については，一つには『FreedomHouse』誌
（28巻１号，1997年）の「自由の比較調査」に基づいて，市民的自由や政治
的権利の面で自由な国としてハンガリー，ポーランド,チェユスロベニア，
ブルガリア，ルーマニア，エストニア，ラトビア，リトアニア，－部自由な
国としてロシア，スロバキアら12カ国，不自由な国としてベラルーシなど６
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力国に分類している（表５)。しかし民主主義の観点からは，さらに選挙権
に差別がないかが重要だとして，差別がなく十分民主的な国としてはハンガ
リー，ポーランド，チェユスロベニア，リトアニアと｢おそらくラトビア」
をあげている。経済面については，経済改革と経済実績が｢そうとう，から，
まずまず｣のグループとしてハンガリー，ポーランド，チェコ，スロバキア，
スロベニア，クロアチア，マケドニア，アルバニア，エストニア，ラトビア，
リトアニア，ロシア，キルギスの13カ国，「限られた，から，全然だめ」が
ブルガリア，ルーマニアと旧ソ連の他の諸国としている（表４)。
とくに民主化については，ベルグルント（StenBerglund）らが，「民主主
義の確立（democraticconsolidation)」を制度・手続き面と態度・社会面に分
け，前者を（１）憲法の枠組み，（２）政治体制の機能，（３）エリート間関
係，（４）国際環境，後者を（５）社会的凝集性と近代化度，（６）差異に対
応する民衆の能力，（７）政治的自由と人権への対応，（８）市民社会と政治
文化，の各側面により，旧ソ連・東欧17カ国について比較検討している(4)。
その結果，どちらの面でもハンガリー,ポーランド，チェユスロベニア，
エストニアがもっとも民主主義の確立に成功しており，逆にユーゴスラビ
ア，ベラルーシ，アルバニアがもっとも失敗している，とする。
経済面では，ヨーロッパ復興開発銀行の「移行報告書2000年雇用，技
能と移行」(5)によれば，1999年のＧＤＰを89年と比較すると，ポーランドが
122,スロベニアが109,スロバキアが100，ハンガリーが99,チェコとアル
バニアが95で上位を占め，モルドバが31,グルジアが34，ウクライナが36，
アルメニアが42,タジキスタンが44で下位を占め，ロシアは57である（表Ａ
３．１)。国民－人当りの外国直接投資額（経済改革への外国の評価を反映
しよう)で1989-99年の累積額を見ると，ハンガリーが1764ドル，チェコ1447
ドル，エストニア1115ドル，ラトビア866ドル，クロアチア716ドル，スロベ
ニア701ドルで上位を占め，下位はタジキスタンの２５ドル，ポスニア３７ドル，
ウクライナ55ドル，ベラルーシ67ドル，ロシア71ドルなどである（表Ａ３．
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９)。
同様のデータに基づき，リン（JohannesRLim）は，「中央ヨーロッパと
１日ソ連における移行の十年」という論文(6)において，２６カ国を次ぎのように
分類している。中央ヨーロッパ・バルト諸国では，（１）大きなぶれがなく
近年の国際金融危機の外的ショックにもほとんど影響されず，着実に成長を
続けている国（ハンガリー，ポーランド，スロベニア)，（２）政策はよいが
規模が小さくてなお独立国家共同体に強く結びついており，成長や経常収支
の赤字,輸出実績においてより大きなぶれをもつ国(エストニア，ラトビア，
リトアニア)，（３）大量の外国直接投資，送金，観光と，既存能力の利用改
善によって成長の加速が断続的に起こったが，不十分な金融規律と企業・銀
行部門の甘い予算上の制約が過剰な対外借入れ，準財政的責任の暖昧さ，企
業間支払いの遅延，銀行部門の高率の不良債権をもたらした国（チェコ，ス
ロバキア，ブルガリア，ルーマニア，クロアチア)，（４）旧ユーゴスラビア
の分裂後内紛から脱しつつあったが，現在コソポ危機の衝撃にひどく影響さ
れているバルカンの国（ポスニア，マケドニア，アルバニア)，（５）ＥＵ加
入の途上にある国（上記中の'0カ国)。独立国家共同体諸国では，（１）ロシ
ア(略)，（２）ウクライナ(多くの点で表面的にはロシアに似ているが，もっ
と深刻な複数年にわたる景気後退と類似の内外要因により長引く苦境が説明
される)，（３）資源が豊富で，それなりの改革の歴史をもつが，現在ロシア
危機による後遺症とエネルギー国際価格の乱高下に悩まされている国（アゼ
ルバイジャン，カザフスタン)，（４）小さく資源もそれほどなく，近年よい
改革の実績をもつが経済と財政は脆弱でロシア危機の後遺症に冒され，国内
の政治的ないし民族的(あるいはその両方の)紛争に苦しむ国(アルメニア，
グルジア，キルギス，モルドバ，タジキスタン)，（５）国家計画によるソビ
エト体制から市場志向の道への歩みを，故意に遅らせたか採用しなかった国
（ベラルーシ，トルクメニスタン，ウズベキスタン)。
このように，経済改革・経済実績において上位とされるハンガリー，ボー
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ランド，チェコ，スロベニア，エストニアの５カ国について，フニヤ(Gdbor
Hunya）は外資導入による国際競争力の向上度を比較している(7)。1999年末
の外国直接投資残高がＧＤＰに占める比率では，ハンガリーは39.4％，エス
トニア35.4％，チェコ30.4％，ポーランド17.0％，スロベニア13.7％である
（表２)。製造会社の輸出高に占める外資系会社の比率では，1998年にハン
ガリー85.9％，ポーランド52.4％，チェコ47.0％，エストニア35.2％，スロ
ベニア32.9％であった（表７．国により指標の取り方が違うようだが)。製
造業における投資支出に占める外資系企業の比率では，同年にハンガリー
78.7％，ポーランド51.0％，チェコ41.6％，エストニア32.9％，スロベニア
24.3％（表17）と，いずれの面でもハンガリーで外資系企業が輸出において
も投資においてももっとも大きな比重を占めていて，国際競争力の向上に寄
与していることがうかがわれる。
以上のような多くの論者による分類を総合すると，政治的民主化と経済改
革・経済実績の両面でもっとも進んでいるのはハンガリーとポーランドとい
うことになろうが，その両国間の違いについて，セレニー（AnnaSeleny）
は，「古い政治的合理性と新しい民主主義体制一ハンガリーとポーランド
における妥協と対決」という論文(8)において，1989年以降の両国の憲法裁判
所の機能や政党間競争を比較し，ハンガリーでは1980年代の政治・経済改革
がポーランドより進んでいたし，ポーランドでは宗教的価値観と世俗的価値
観の対立がハンガリーより強いので,ポーランドは民主主義強化の｢紛争的・
多元的モデル」に近く（高度の政治的動員，いくつかの相重なる，深い倫理
的・イデオロギー的分裂をめぐる論争的な政党間競争，比較的低度のエリー
ト問意思一致，道徳主義的政治的言説を特徴とする)，ハンガリーは｢妥協・
団体主義（コーポラティスト）モデル」に近い（低度の政治的動員，比較的
高度のエリート間の意思一致と交渉，一般的に「経済主義的」ないし実用主
義的な政治的言説を特徴とする）という。そしてハンガリー・モデルの方が
ポーランドより対決を避けて妥協を見出す点で優れているけれど，市民の脱
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政治化という欠点もあるとする。
民主化の点でハンガリーの方がポーランドより進んでいるとは断定できな
いかも知れないが，ＥＵ加盟交渉で法制31分野中ハンガリーは2001年11月現
在24分野で合意に達していて，これはポーランドを含む他の加盟希望旧社会
主義国のどれよりも進んでいるし(9)，－人当りGDP水準も2000年に4554ド
ルで,スロベニアの9105ドル,チェコの4942ドルより低いがポーランドの4082
ドルより高い('0)。前述の外資導入による国際競争力向上の点でもそうであっ
たし，ハンガリーが１日ソ連・東欧諸国で現在もっとも民主主義・市場経済の
発展を実現しているということは，以上により明らかであろう。
（２）相違の理由についての諸仮説
旧ソ連・東欧諸国の間でハンガリーなど民主主義化・市場経済化に成功し
ている諸国と，あまり成功していない諸国を分けた理由は何であろうか。ま
ず経済面では，前項で見たように経済改革と経済実績を一緒に論じる者が多
いが，1990年代前半までは，改革を進めた国がマイナス成長に陥り，改革を
進めない国の方が経済的に安定している例が多かった。しかし後半以降は，
改革を進めた国こそが着実な経済成長を実現し，進めない国は停滞すること
が明確になってきたので，改革の徹底こそが経済的成功と失敗を分ける鍵で
あると断言できそうである。実際ハブリリシン（OlehHavrylyshyn）とウル
フ（ThomasWO1f）は，「移行諸国の成長，1990-98年，主な教訓」という論
文('1)のなかで，２５カ国を1997年時点での構造改革指標で０－１間に位置付け
（0.36のトルクメニスタン，0.37のベラルーシ，0.39のタジキスタンから
0.87のハンガリー，0.82のチェコとエストニアまで。表７)，それと1994-
97年間の各国の平均成長率にそうとうな相関関係があることを示し(図５)，
結論として「回復達成のための五原則」をあげている。すなわち，（１）安
定化が必須条件であり，インフレ率を少なくとも50％よりだいぶ下の水準ま
で引き下げなければならない。（２）構造改革導入の遅延は，すべての人に
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経済的利得をもたらす活気に満ちた持続的回復の好機を失わせる。（３）改
革に近道はなく，全分野における少なくとも最低限の進歩を組み合わせた包
括的パッケージが必要である。ただし，改革の全側面が一挙に導入されねば
ならないという意味ではなく，それぞれが適切な，しかし着実なペースで開
始され進められるべきだ。（４）初期の不利な条件を不実行の口実にしては
ならない－改革なくして成長なし。（５）市場に好適な環境を生む制度の
発展をあまり遅らせてはならず，遅れれば犯罪性と法律無視の風潮が真空を
埋めることになり，その結果法の支配の導入が困難となる（115-116ペー
ジ)。……ここで必要とされていることを実行し，市場経済化した諸国が持
続的経済成長を実現し，実行していない諸国は市場経済化と経済発展に失敗
している，ということだろう。
それでは，なぜある国は実行し，他の国は実行しないのか。それは政治の
問題であるが，当然，各国が脱社会主義に乗り出した時点での政治的・経済
的条件の違いが影響したはずである。この点についてネルゴールト(OleNOr-
gaard）は，『経済制度と民主的改革一共産主義後諸国の比較分析』という
著書('2)のなかで，１５カ国について「近代化(modcmization)」と「歪み(distor‐
tion)」という観点から初期条件の違いを分析している。近代化は変化の機
会をもたらすが，歪みは競争を禁止し変化を妨げるもので，数量的指標とし
て前者は電話普及率，平均教育年数，テレビ普及率，都市人口比率の４種，
後者は独占企業の比率（旧ソ連では「全連邦企業｣，東欧では従業員5000名
以上の企業)，コメコン内貿易の比重，中央計画時代の年数，潜在インフレ
率，闇市場プレミアムの５種を用いる（1980年代初頭のデータ)。それらに
よって双方の座標軸をプラス・マイナスに区切ると，近代化がプラスで歪み
がマイナスのグループにはハンガリー，チェコ，スロベニア，スロバキア，
ポーランドが入り，近代化がマイナスで歪みがプラスのグループにはベラ
ルーシ，ウクライナ，カザフスタン，モルドバトルクメニスタン，キルギ
ス，ウズベキスタンが入る。近代化も歪みもプラスなのがエストニア，ラト
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ビア，リトアニアとロシア，どちらもマイナスなのがアルバニア，ルーマニ
ア，ブルガリアである（図５－１）。これらの指標と改革の速度，1997年末
の（経済）制度改革達成度の指標との相関関係を調べると，近代化している
ほど改革が進み，歪んでいるほど遅れていること，改革速度も近代化と相関
していることが判る（図５－２，５－３)。インフレ率を改革のコストの指
標とすると，これは歪みと相関しており，歪んでいる国ほどコストが高いた
め改革が実行し難いことになる（95-96ページ)。
上記は社会・経済的要因と市場経済化の関係についてであったが，民主化
と市場化の関係について，コロドゥコ（GrzegorzWKolodko）は『ショック
からセラピーヘ社会主義後変革の政治経済』という著書('3)のなかで，２５カ
国の社会主義後移行において，民主化と市場化の問に明らかに相互補完関係
があり，1997年の指標で民主化度の高い国（ハンガリー，チェコ，ポーラン
ドがいずれも1.4）は市場化度も高い（ハンガリー1.6,,チェコ1.9,，ポー
ランド2.0）が，民主化度の低い国（トルクメニスタン6.9,ウズベキスタン
6.4,タジキスタン6.0）は市場化度も低い（トルクメニスタン6.4,ウズベ
キスタン6.3,タジキスタン6.1）（表28）ことを指摘している(14)。
民主化度に関連して，社会主義下では複数政党による自由選挙や独立的メ
ディアは存在しなかったが，法の支配とか政府・行政の透明性とか'よ相対的
に発展することができたはずで，ハンガリーなどでは後述するようにそれが
見られた。1980年代までに，民主化度に相違が生じていた理由について，プ
リゼル（IlyaPriZel）は，「共産主義崩壊後の十年」という論文('5)のなかで，
ハンテイントンの「文明の衝突」論同様に宗教的・社会的背景を強調してい
る。すなわち，東ヨーロッパで支配的なビザンチン教会は,国家的制度であっ
て市民社会の確立を助けなかったし，カトリックの修道誓願が広範な社会活
動を伴うのに対してビザンチンの修道院制度は禁欲主義・自己否定，社会か
らの隠遁を推進した。カトリック教会は，宗教改革以前にも国家と教会を切
り離していたし，宗教改革の過程で教会はいっそう知的・社会的活動に熱を
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入れた。こうしてカトリック教会が市民社会の触媒になったのに対して，ビ
ザンチン教会は逆に国民の社会から内面への引きこもり，政治的アトム化，
冷笑主義をもたらしたとされる（４－７ページ)。
プリゼルは，旧共産主義諸国の政治・経済変革の成功と失敗を分けた要因
としてさらに，（２）1988年から91年にかけての共産主義政権解体の力学と，
（３）共産主義政権崩壊に対する西側の反応をあげている。（２）に関して
は，共産主義崩壊とともに中央ヨーロッパでは抑圧されていた市民社会が再
登場したが，ピザンチン・ヨーロッパでは単に正統化イデオロギーが共産主
義から民族主義にかわっただけで政治的エリートとその`慣行には何の変化も
なかったこと，そのため前者では「ヨーロッパへの回帰」が国民の枢要な理
想となったが後者では「略奪的な国際資本主義」から「弱い民衆」を守ると
の口実でエリートが国有財産を私物化したとし，（３）に関しては，ポーラ
ンドとハンガリーでは社会主義時代から多数の国民が観光客ないし労働者と
して西側社会に触れて，西側の組織・労働習慣を学びビジネス上の接触・関
係を樹立していたので，資本主義への移行が容易だったし，共産主義崩壊後
の西側貿易政策も「中央ヨーロッパ」には比較的寛大だったのに対して，「旧
ソ連・東ヨーロッパ」には厳しく，それらの近代化を助けるような経済的統
合を推進するものではない，とする（８－１４ページ)。
プリゼルの説は，（２）と（３）については，彼があげる参考文献によら
ずとも，旧ソ連・東欧諸国について詳しい人ならばおおむね首肯するであろ
うが，最初の宗教による違いについては，旧ソ連・東欧と西欧双方の歴史に
詳しい人でないと評価し難かろう。筆者としては，彼の言う「中央ヨーロッ
パ」と「旧ソ連・東ヨーロッパ」だけについても，たしかに二者間で市民社
会の成熟度に差があり，その一因に宗教的相違があることは否定できないか
もしれないが，他にも地理的要因で西欧の政治的・経済的影響を受けやす
かったか否かとか'共産党独裁下に市民社会の発展が阻止された期間が40年
だったか70年に及んだかなどを考慮すべきだと思う（後者について，プリゼ
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ルはそれだけでは説明できないというが，補完的要因ではあろう)。
民主化の成功と失敗に関わるもう一つの要因として,ゼケリ(LasloSekelj）
は，「ヨーロッパの１日共産主義国における民族的国家と民主的移行の成功」
という論文('6)において，各国の民族構成をあげている。1999年段階で多元
的・個人主義的・市場志向的社会を確立しえたのは，（東ドイツを除けば）
ハンガリー，ポーランド，チェユスロベニアで，「成長の苦しみ｣を味わっ
ているのがユーゴスラビア，クロアチア，マケドニア，ロシア，ウクライナ，
モルダビア，ベラルーシ，他の独立国家共同体諸国，アルバニア，ポスニア
であり，その中間過程にあるのがスロバキア，バルト諸国，ブルガリア，ルー
マニアだとする。そして各国の民族構成を調べると，単一民族に近いのがハ
ンガリー，ポーランド，チェコ，スロベニア，多民族からなるのが旧ユーゴ
スラビア，セルビア，クロアチア，ポスニア，ロシア，ウクライナ，モルダ
ビア，他の独立国家共同体諸国であり，「決定的少数派（decisiveminority)」
がいるのがスロバキア，バルト諸国，ブルガリア，ルーマニア，アルバニア，
ベラルーシ，マケドニア，モンテネグロである（表１と２)。この民族構成
による分類で民主的移行による分類と一致しないのはマケドニア，ベラルー
シ,アルバニアだけで,他の要因-1990年代における物質的発展の度合い，
西方キリスト教か正教か，1989-90年における宗教の社会・政治的影響が大
きかったか小さかったか，1945年以前の政治的伝統・政権が民主的だったか
独裁だったか，共産党の政権奪取が正統的だったか非正統的だったか－に
よる分類（表３から７）と較べてずっと一致度が高い。同質的国民国家にお
いてのみ，共産主義統治下にすでに市民社会に根差した対抗エリートが出現
しており，それが共産党と支配層内部に公然たる改革派を生み出したのだ
が，「民族集団主義的（エスノ・ナショナリスト）な政治のマトリックスを
もつ国」では制度的変化も政治エリートの価値観の変化（権威主義から多元
主義へ）も生じなかった，とされる（42-44ページ)。
ゼケリの説では，民主的移行の成功の基準が暖昧で，他の論者が比較的高
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〈評価しているバルト三国が，ロシア人マイノリテイーを抱えているためＩこ
か（彼の説に合わせるために？）低く評価されている。「決定的少数派」が
いる国というのも，民族問に市民的連帯感が欠けている場合とされ暖味で，
多民族国家と必ずしも区別し難い。社会主義時代に民族主義的言動が抑圧き
れていた反動で，脱社会主義とともにそれが過度に現れて所によっては「民
族浄化」的行為に及んでいることは確かだが，今は単一民族的な諸国も実は
第一次大戦後の帝国崩壊に伴う国土の分断や第二次大戦後のまさに民族浄化
的行為の結果そうなったのであり，隣接諸国との間で民族主義的対立感情の
表明がしばしばなされている。しかしそうした諸国がＥＵに一緒に加盟する
ことで国境の意味が薄れ，少数民族の権利も保護されるのであれば，民族主
義が民主化の妨げにはならなくなると期待されるし，それでなくとも少数民
族の過酷な弾圧はもはや国際社会が許さなくなっているので（ポスニアやコ
ソポを見よ)，この要因は今後はそれほど決定的ではなくなっていくのでは
なかろうか。
前出のバンスは，旧ソ連・東欧諸国では最初の競争的選挙によってその後
の経済改革への道が決まったと言う。すなわち，（１）反対派が明らかに勝
利した国（チェコ，スロベニア，ポーランド，バルト諸国）では，民主化と
経済改革に国民的合意ができた。（２）旧共産主義者が明らかに勝利した国
（セルビア，ウズベキスタン，カザフスタン，ベラルーシ，アゼルバイジャ
ンなど)では,民主化と経済改革を拒否することに国民的合意ができた｡（３）
その中間の国(ロシア，ウクライナ，ブルガリア，ルーマニア，スロバキア，
クロアチア）では，旧共産主義者がかろうじて勝ち，民主化と経済改革を切
り離すか薄めて実行し，政治的不安定と経済的悪化をもたらした。ではなぜ
こうした相違が生じたのかと言えば，社会主義時代の不同意のパターンによ
る。すなわち，そうとうな抗議があり，その抗議が反共主義，民族主義であ
ると同じに自由主義であり，かつ反対派指導者がいた国では共産党のへゲモ
ニーが崩壊するや大衆が反対派を選んだが，抗議が存在しなかったか，抗議
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が民族主義的であって自由主義か反共主義，あるいはその両方と切り離され
ていた国では，新旧の指導者はその三者（自由主義にはさらに政治的側面と
経済的側面がある）の様様な組合せの間で選択しなければならなかった，と
される('7)。
この指摘には首肯しうるが，ではなぜ社会主義時代の政治的不同意のパ
ターンに相違が生じたのかについては，前述のネルゴールトの言う近代化や
プリゼルの言う西欧との親近,性の相違説が参考になろう。それに関連して，
ハンガリーが1990年代に社会・経済的変革を成功させたのに「新しい」知識
が重要な役割を果たしたというモイスブルガー（PeterMeusburger）の説を
紹介する。彼は，外部の知識やテクノロジーがいかに速く獲得され，理解さ
れ，吸収されるｶｺの鍵となるメカニズムは士着の知識（｢行動能力」と定義）
資源であるとして，ハンガリーでは1960年代からの改革~それは56年にソ
連に対して武力で抵抗した実績によってソ連に認めさせたものだ－によっ
て，西側から民主主義と市場経済についての知識を指導者や青年達が学んで
いたのであり，共産主義の終焉をもたらしたのは反対派だけでなく共産党の
指導的メンバーであった，ということを指摘しているus)。だから上記のバン
ス説の（１）グループにハンガリーが入っていないのだろうが，この点には，
筆者も次節で触れる。
２．ハンガリーの経験
（１）社会主義化以前
それでは，以上の諸説と関わる諸側面を，主にハンガリーの事例について
検討してみよう。
旧ソ連・東欧諸国が社会主義化したのは，旧ソ連諸国が（バルト三国など
を除き）1920年前後，東欧諸国が1950年前後で，３０年ほど開きがあるので比
較が難しいが，概して東欧諸国の方が旧ソ連諸国より，社会主義化以前に民
主主義・市場経済の発展が進んでいたと言いうる。旧ソ連諸国でもヨーロッ
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パ・ロシアやウクライナ西部では一定の発展が見られたし，逆に東欧でもオ
スマン・トルコ支配が長引いたバルカン南部はきわめて遅れていた。しかし
東欧西部，というより中欧東部，すなわち旧東ドイツ，チェコスロバキア，
ハンガリー，ポーランドなどではヨーロッパ平均水準に近い議会制民主主義
や資本主義農工業の発展があった（ドイツ全体としてはヨーロッパ平均以上
であったが,東部は西部より遅れていた)。バルト三国や現ウクライナ西部，
旧ユーゴスラビアのスロベニア，クロアチアなどは，西方キリスト教圏であ
り，東方キリスト教圏（やイスラーム圏）より経済的には進んでいた。
ハンガリーについてやや詳しく見るならば，民主主義の発展に関しては，
中世から身分制議会をもち，ハプスブルク支配下でも1867年のオーストリア
との「妥協」（AusgleichKiegyezes）で二重君主国となってからは自治権を
えてハンガリー議会を復活し，選挙権が限られていたものの複数政党による
議会制民主主義が行なわれた。1918年の独立・共和革命で普通選挙制が導入
されたが，翌年にはロシア革命と連帯すべ〈社会主義政権へと移行する（選
挙を経ずに)。隣国チェコスロバキア，ルーマニアの介入で反革命となり，
社会主義政策が否定されるとともに，領士の三分の二を隣接諸国に取られて
しまう。こうして両大戦間のハンガリーは「王なき王国」として，復活した
土地貴族が支配する反動的な国となり，ナチス・ドイツと同盟することで隣
接諸国から取られた領土の一部を取り戻させてもらった。しかし，第二次大
戦中，枢軸側の形勢不利を覚って単独講和を試みたのをドイツに知られて占
領され，ファシスト支配が行なわれるまでは，議会制民主主義が曲がりなり
にも機能していたのである。ドイツの塊偶政権下でも，地方のユダヤ人はア
ウシュビッツなどへ送られたが，首都ブダペストではゲットーに閉じ込めら
れて迫害されたものの，多くは生き延びることができたU，)。
市場経済の発展に関しては，オーストリア＝ハンガリー二重君主国の大き
な経済圏内で，より進んだオーストリア（現チエコを含む）の資本や市場を
も利用して，農業の発展と'9世紀末からの産業革命が起こり，第一次大戦後
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の二重君主国崩壊一経済圏の分断，さらには1930年代の経済恐'慌で大打撃
を受けながらも，まさにそれらのゆえに国民経済の自立・工業化の進展が見
られた。第二次大戦への準備と参加により軍需産業の発達，重工業化もいく
らかなる。1937-38年度には－人当りGNPが120ドル（ヨーロッパ平均200
ドル)，就業者比率でみた産業構成は1941年に第一次48％，第二次25％，第
三次28％となって，農工業国水準には到達していたが(20)，大戦末期に戦場と
なって家屋・工場・交通施設が大被害を蒙った（国富の40％を失う）うえ，
ソ連軍占領下に旧敵国として多額の賠償（物納）を取りたてられた。－時取
り戻した領土も，敗戦により再び失ってしまい，結局多くのハンガリー人が
国境外に取り残された(2,6
（２）社会主義時代
ソ連軍がドイツ軍を追い払い，ソ連に亡命していてスターリンによる粛清
を免れた共産主義者を中心に再建された共産党などが組織した臨時政府が，
連合国と休戦したあと大土地所有制度を廃止し，1945年11月に親ファシズム
勢力を除く諸政党が参加する国会選挙を行なった。独立小地主党（小地主一
一kisgazdaは，正確には小農業経営者とでも訳すべきだが，慣用に従う）が
57％，共産党・社民党各17％等の得票であったが，占領軍の指示で「人民民
主主義」の連立政権が維持され，史上最悪と言われたインフレを経済の国家
管理によって収束させた。連立政権内の主導権争いで共産党の支配する警察
が小地主党議員の「陰謀」を摘発するなどし，国際的にも冷戦の緊張が高ま
るなか，国会が解散されて再選挙となった。４７年８月の選挙では，共産党が
22％,野党のキリスト教民主人民党が16％,小地主党・社民党が各15％等で，
連立与党が合計61％をえたが，野党が小地主党支持層の多くを吸収した形で
あった｡共産党と社民党の合計は37％に過ぎなかったが,共産党はコミンフォ
ルムの結成に伴い人民民主主義を放棄してプロレタリア独裁を目指すことに
なり，野党の弾圧，社民党との合併，企業の国有化を実行していく。４８年６
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月にコミンフォルムがユーゴスラビアを除名すると，東欧各国で反チトー・
キャンペーンが行なわれたが，ハンガリーでも戦争中国内でレジスタンスを
行なっていたライク（RajkLdszl6)，カーダールを始め多数の党員が粛清さ
れ，モスクワ帰りでユダヤ系のラーコシらが独裁体制を固めた。５０年には第
一次５カ年計画が実施され，工業生産を年率13％以上伸ばすためとして農業
の集団化が開始された。こうして，一定の民主化と市場経済化を実現してい
た1940年代末のハンガリーに，1920年代末のソ連で導入された「スターリン
主義」の政治．経済体制の模倣が強制されたのである(22)。
人民民主主義と経済復興の段階では，知識層や労働者を中心に共産党への
自発的支持がかなりあったが，プロレタリア独裁と社会主義経済の時代にな
ると多くの国民はラーコシ下の共産党独裁に面従腹背するようになった。少
しでも反対の言動をしたり，その意図を疑われただけで人々は逮捕され，追
放され，処刑されるか強制労働させられた。1948-56年間の粛清被害者は，
人口920万余の国で，３５万人に及んだ(23)。重工業化や軍備再建を優先して国
民の消費生活は犠牲にされ，労働者・被雇用者の実質所得は，1949年を100
として52年には88にまで低下した(24)。したがって53年にスターリンが死去
し,東ドイツで暴動が起きた時,ソ連で新路線を打ち出していたマレンコフ，
フルシチヨフらは，次ぎはハンガリーが危ないと見て，ラーコシに共産党書
記長と首相の兼務をやめさせ，モスクワ帰りの党幹部として粛清は免れたが
農業集団化に反対して失脚していたナジを首相に起用きせた。ナジはハンガ
リー版新路線として農業集団化の中止，粛清犠牲者の再審査と強制収容所の
廃止，消費財生産重視などの政策を打ち出したが，共産党の抵抗で実施は容
易でなかった。５５年初頭，モスクワでの権力争いでマレンコフがフルシチヨ
フに敗れると，ラーコシはナジを再度失脚させて子分を首相につけ，政策を
元に戻そうとした。国民はナジの登場によってよりよい政治への期待を掻き
立てられていたから，この逆行にますます不満を募らせた｡そして56年２月，
ソ連共産党大会でフルシチョフによるスターリン批判が行われると，ハンガ
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リーでも知識人がいっせいに反スターリン主義キャンペーンを開始し，ラー
コシヘの批判が強まった。ラーコシは彼らを弾圧しようとしたが，モスクワ
の介入で失脚し，やはりモスクワ帰りのユダヤ系ゲレー（Ger6Jen6）が後
任とされたが，彼も全然国民に人気がなく，名誉回復されたカーダールを党
幹部に起用したけれども，１０月の国民的反乱を防ぐことはできなかった。
この「ハンガリー事件」はよく知られているので詳述する必要はなかろ
う(25)。要するに，まずポーランドで労働者の暴動から改革派政権ができたの
をソ連が承認したので，ハンガリーでもナジの復活を求めた学生らの集会・
デモにブダペスト市民が合流して暴動となり，ゲレー，カーダールらがナジ
に首相復帰を求める一方で駐留ソ連軍に出動を要請したことから，反乱が全
国化したのである。ソ連が介入してゲレーをカーダールに交代させ，ナジが
人民民主主義時代の連立政権を復活きせるのをソ連はいったんは承認したの
だが，他のワルシャワ条約諸国や中国・ユーゴスラビアと協議するなかで，
ハンガリーの民主的社会主義が他国に波及するのを恐れて軍事介入すること
になった。ハンガリーには駐留ソ連軍を撤退させると伝えて油断きせつつ，
新たな部隊を侵入させる。それに抗議してナジの政府はワルシャワ条約機構
からの脱退を国連事務総長に通告し，安保理によるハンガリーの中立保障を
求めたが，安保理は同時に起きていたスエズ危機に関心を向けていて，何の
措置もとらなかった。途中までナジに同調していたカーダールは，ソ連側の
決定をひそかに知らされて寝返り，ソ連軍の第二次介入後「革命労農政府」
樹立を宣言する。ナジはユーゴスラビア大使館に避難したが，翌月カーダー
ル政権の安全保証を受けて出たところをソ連軍に連行され，自己批判を拒否
し続けて翌年処刑される。一部の兵士や市民がソ連の戦車部隊に対して武力
抵抗を試み，各工場の労働者評議会はゼネストによって抗議したが，過酷な
弾圧を受けてハンガリー国民は屈服を余儀なくきれた。戦闘で少なくとも
2700人が死んだほか,1956年末から59年までに,少なくとも26,000人が反乱・
抵抗運動への参加ゆえに逮捕・起訴きれ，22,000人が処罰されている（処刑
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は350人ほど）（26)。弾圧を逃れて西側に亡命した人はおよそ20万人にのぼっ
た。
カーダール政権は，当初はソ連の指導下に国民の反抗をこうして押さえこ
み，再建された共産党以外の政党や労働者評議会を解散させ，解体した農業
協同組合を再建する一方，ソ連の経済援助もえて国民の生活水準向上に努力
した。そして農業集団化に成功し，権力基盤も確立しえた1961年，ソ連共産
党大会が反スターリン主義路線を再確認したことに励まされて，「反セクト
主義闘争」に乗り出した。すなわち，ラーコシ時代の「われわれの味方でな
い者はわれわれの敵である」というスローガンを逆転させて，「われわれの
敵でない者はわれわれの味方である」とし，市民は同権で階級的立場ないし
出身階級で差別されないことになった。６３年には政治犯の全面恩赦，強制収
容所の廃止，言論・出版活動の事前検閲廃止，一般市民の西側への旅行解禁
を行なう。経済政策でも，企業連合や大企業に省庁の管理権の部分的委譲を
行ない，改革を開始した。６４年のフルシチヨフ失脚に伴う緊張を経て，カー
ダールは66年に党内左派幹部を追放していっそうの政治・経済改革に乗り出
す。すなわち，党組織の一定の民主化，一種のオンブズマン制度の導入，国
会の権限拡大（選挙区での複数立候補も可能とした)，地方自治体の権限強
化，司法権の独立強化，西側との文化的・人的交流拡大等に加えて，経済面
では67年に農業協同組合に対し，６８年には国営企業に対して，生産・販売に
関する大幅な決定権を与え，中央集権的指令経済から「誘導市場経済」への
転換（｢新経済機構｣）を実現した。投資や価格・賃金・雇用の決定権になお
制約が残るが，その範囲内で各生産単位は経営努力を行ない，政府は基本的
に財政・金融政策という間接的手段によって国民経済計画の実現を図ること
になったのである(27)。これは当時のコメコン諸国中でもつとも大胆な経済制
度改革であり，同様の改革を行なおうとしたチェコスロバキアの「プラハの
春」がワルシャワ条約機構軍によってつぶされたのにハンガリーがやり抜け
たのは,ハンガリーが複数政党制の復活などの民主化を試みなかったのと,5６
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年にソ連の圧力に簡単に屈しない姿勢を示したこと，その時ソ連に再度亡命
したラーコシ，ゲレーらの帰国をカーダールらが許さず，党内でスターリン
主義派の影響力が弱まっていたことによるだろう。
新経済機構は，当初は旧体制下よりもむしろ経済計画の実現に好成績をも
たらして成功と評され，いっそうの改革が予定されてもいたが，1973年の石
油ショックがやがてソ連から東欧諸国に供給される石油価格の高騰をもたら
し，インフレを阻止するためにむしろ政府の統制が強化されるとともに経済
的停滞が生じた。しかも73年にＧＡＩＴに加入して西側との貿易が拡大し，
赤字を借款でまかなうようになっていたが，７９年の第二次石油危機に伴う利
率急騰でハンガリーは債務危機に陥った。それに対処するためにも改革推進
が必要となり，工業部門の国内価格を国際価格に近づけたり，西側との合弁
企業設立に関する規制を緩和したり，８２年にｍｄＦに加盟したりした。同年，
政府は「第二経済」活動（労働者・農業協同組合員の副業）の合法化と新し
い小企業部門の創出支援を開始する。社債や株式の発行も許され，国営企業
経営者は監督官庁の任命によらず公募されることになった。８５年には「新経
済機構の第二段階」とされる諸改革が打ち出され，企業経営の独立性が大幅
に強化される一方で破産もありうることになった。しかし実際には国営企業
の多くは独占的大企業で，赤字でも倒産させるわけにいかず，国家補助への
依存度は増え続けた。こうして，誘導市場経済化推進の試みにもかかわら
ず，1979-88年の10年間の国民所得の成長率は平均1.3％程度にとどまり，
対外債務のＧＮＰ比は88年に63.2％に達した(羽)。ともあれ，８９年に就業者比
率による産業構成は第一次18％，第二次37％，第三次43％となっていて(29)，
前述の41年のデータと較べて第一次から二次・三次に30％近くが移動し，工
業化の進んだことがわかる。行政機関の近代化も進み，ナンバーグ（Barbara
Nunbelg）によれば，「……1980年代に公務員の専門化がなり，彼らの資格水
準は西ヨーロッパの行政機関と並ぶに至った｡」(30）
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（３）脱社会主義過程
ソ連でゴルバチョフが共産党書記長となりペレストロイカ，グラスノスチ
を実行し始めると,ハンガリーでは1987年に知識人が｢ハンガリー民主フォー
ラム」を結成し，８８年には「自由民主同盟」や「青年民主同盟」が続いた。
高齢ながら党書記長にとどまっていたカーダールはついに退任し，党中央で
ポジュガイ（Pozsgaylmre）ら改革派が台頭した。８９年１月に国会が正式に
「結社の権利に関する法律」を採択した前後に，かつて解散させられた独立
小地主党や社民党，キリスト教民主人民党なども復活する。２－４月にポー
ランドで歴史的な円卓会議が開かれると，ハンガリーでも６月から与野党円
卓会議が開かれたが，その月に56年事件後処刑されたナジらの名誉を回復す
る改葬式が行なわれ，首都の会場におよそ20万人を集めた。また同月の国会
補選で４選挙区中３カ所で野党候補が共産党候補を破り，これらが示した国
民の意思を力に，円卓会議で野党側は政府に徹底した民主化を求めた。９月
に多数派諸団体による合意がなり，憲法修正，憲法裁判所設置，政党法・国
会議員選挙法の制定，共産党資産の部分的政府返還，国会選挙への国費支給
などの計画が発表された。翌月共産党は臨時党大会を開き，事実上の解散，
「ハンガリー社会党」としての再出発を決め，大統領候補にポジュガイを選
んだ｡同月，国会は円卓会議の合意を立法化し,憲法も修正されてハンガリー
人民共和国はハンガリー共和国と改称，国民投票による大統領制も導入され
た（ポジュガイの当選が確実視されたが，自由民主同盟と青年民主同盟が国
会による選出を求めて国民投票運動を起こし，実施された国民投票の結果そ
うなって,新国会は自由民主同盟のゲンツを大統領に選出する)。90年３月，
ソ連とハンガリー駐留部隊の完全撤退協定が結ばれ，同月45年ぶりに自由な
国会（一院制）選挙が行なわれた。その方式は，小選挙区と県選挙区及び全
国区の比例代表制を組み合わせ，二段階投票をさせる複雑なもので，その結
果民主フォーラムが164議席，自由民主同盟92議席，独立小地主党44議席，
社会党33議席，青年民主同盟・キ.リスト教民主人民党各21議席，その他11議
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席であった（比例代表区でも，得票４％未満の政党には議席を与えない。９４
年からは５％になる)。民主フォーラムは議席の43％を占めるのみだったの
で独立小地主党，キリスト教民主人民党と中道右派・右派連立政権をつく
り，アンタル首相のもとで「社会的市場経済」の実現と「ヨーロッパへの回
帰」をスローガンとした。こうしてハンガリーでは，ソ連やポーランドの影
響のもと，共産党改革派と知識人らの反対派間で「交渉による革命」が成就
したのである(31)。
新政権は，ファシスト及び共産党支配下に迫害された人への補償や収用さ
れた不動産の返還もしくは補償を可能としたが，共産党政権による「殺人や
反逆の罪」を問責しうるとする法律は憲法裁判所によって違憲とされた。経
済面では，最後の共産党政権下の1989年１月に会社法が施行きれて民間投資
家による株式会社への出資が許きれ，６月の企業転換法によって国営企業の
株式会社化が開始されており，９０年３月設立の国有財産庁がそれらの民営化
にすでに取り組んでいたので，アンタル政権はむしろ国営企業の外資による
買収に対して警戒的であった。そのため，慎重に企業を選んで段階的に民営
化することにしたが，チェコのように全国民にクーポンを交付して株式を購
入きせる方式を取らず，あくまで投資家の出資を求めたので，中小企業以外
は結局外資に頼らざるをえなかった。前述のように60年代後半以来の経済改
革で市場経済化の準備ができていたのと，９２年にチェコスロバキア，ポーラ
ンドとともにＥＵ準加盟に成功したことで，外資導入は順調に進み，企業に
生産`性の向上をもたらすとともに，政府は売却益を対外債務の返済に充てる
ことができた。他の経済政策では，ポーランドのような「ショック療法」は
とらないとして，価格改定や補助金削減は徐々に行なうと約束したのだが，
貿易の自由化やコメコンの解散により貿易相手国がソ連・東欧から西欧へと
激変するとともに企業倒産やインフレの波が押し寄せた（91年に最高の
35％)。農業でも国営農場のほとんどの民営化，協同組合の解散が推進され
た。結局，ＧＤＰは1990-93年とマイナニ成長が続き（91年が最悪の－
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11.9％)，公式失業率は93年に13％強のピークに達した(32)。
こうした経済状況の悪化により，任期終了による1994年の国会選挙は，民
主フォーラムの退潮と社会党の政権復帰をもたらした。すなわち，社会党が
209議席，自由民主同盟69議席，民主フォーラム38議席，独立小地主党26議
席，キリスト教民主人民党22議席,青年民主同盟20議席,その他２議席となっ
たのである。社会党は過半数の議席をえたが，得票率では第二回投票の小選
挙区平均でも45％でしかなかったし，旧共産党復活への国内外の反感を考慮
して自由民主同盟と中道左派連立政権をつくった。社会党は社会福祉の維持
を公約していたが，ホルン首相以下の政府は，財政赤字の増大を放置すれば
インフレの昂進を招いて経済の崩壊をもたらしたであろうから，むしろ前政
権以上に経済・財政改革を推進せざるをえなかった。しかも同年末メキシコ
で通貨危機が発生したのに危機感を募らせ，政府・中央銀行は翌年経済調
整・安定化計画を発表する。それは社会保障予算の削減（大学授業料導入を
含む)，公務員削減，輸入税と定期的平価切下げ（ドイツ・マルクとＵｓド
ルと連動させるクローリング・ペッグ）の導入，公益企業・銀行を含む民営
化促進，を柱とし，IMFや世界銀行の要求・指導に応じるものであった。
このため社会党の支持率は急落し，かわって青年民主同盟(｢青年民主同盟・
ハンガリー市民党」と改称し，民族主義色を強めていた）が人気を高めるこ
とになった。しかし緊縮政策のおかげでインフレ率が低下し，輸出振興によ
る経済成長率上昇と民営化の徹底も実現されて，ハンガリー経済はチェコが
97年に陥ったような通貨投機による危機を免れることができ，９６年には
OECD加入を認められた(調)｡行政機構の改革も進み，ナンバーグによれば｢相
互調整と政治的独立の問題は残るが，ハンガリーの状況は，他の中東欧諸国
と比べれば，うらやむべきものである。政治的・憲法的説明可能性は，国会
と憲法裁判所への権力付与によってほぼ確立された。国家会計検査院と政府
財政監査院はともに，政府の活動を評価するために費用便益分析や業務改善
措置を含む，方法的に進んだテクニックを採用すべ〈前進している｡」（製）
２１３
けれども，国民は公約を裏切って社会福祉を後退きせた社会党を許き
ず，1998年の国会選挙では青年民主同盟が148議席で第一党となり，社会党
134議席，独立小地主党48議席，自由民主同盟24議席，民主フォーラム17議
席，「ハンガリーの正義と生命党」（民主フォーラムを除名された右翼勢力が
結党)14議席，無党派１議席となった(キリスト教民主人民党は分裂で弱まっ
て１議席もとれず)。青年民主同盟と独立小地主党，民主フォーラムがオル
バーン首相（弱冠35歳）のもとで中道右派連立政権をつくり，より漸進的で
国益を重視する改革を行なうと公約した。そして内閣官房を強化して首相の
指導権確立を図り，共産主義政治の遺制との闘いを強調したが，閣僚の収賄
スキャンダルが発覚し，小地主党主でもあるトルジヤーン（IblgydnJ6zsef）
が2001年に農業・地域開発相を辞任，小地主党の分裂と衰退を導いた。対外
的には，予定通り99年にハンガリーはＭＴＯに正式加盟し，早速ＮＡＴＯ諸
国による（コソポ地区問題での）ユーゴスラビア攻撃に参加を迫られたが，
セルビア内のハンガリー系住民への迫害の恐れもあり，補給活動への参加に
とどめた。しかし，ルーマニアやスロバキアのハンガリー系住民に対してハ
ンガリーで就労したり公的サービスを受ける権利を認め，これら諸国政府の
反発を招く。ＥＵ加盟交渉でも，農業補助金や環境基準での厳しい要求に抵
抗したが,早期加盟を求める姿勢を変えるには至らなかった｡経済面では,１９
世紀の革新的貴族の名をとった「セーチェーニ（Sz6chenyi）計画」を2000
年に発表し，ＥＵの援助計画を利用しつつ，中小企業支援，道路整備，住宅
建設，研究開発，地域開発，観光産業を推進するとした。前政権の社会福祉
改革を引き継いで公的年金を補う民間年金基金を育成しようとしたが，それ
がかえって公的基金の赤字一政府による補填を増加させ，健康保険改革も
延期されたので，財政赤字，したがってインフレ率が計画通りには低下しな
かった（原油や食糧の国際価格上昇のためもある。定期的平価切下げは2001
年１０月に廃止)。国営企業の民営化も残るエネルギー部門，通信部門等では
国益保護の観点からより慎重な姿勢を見せたが，対外債務削減のためにも，
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引き続き売却が行なわれている(35)。
すなわち，政権交替しても政治・経済政策の大幅な変更はなく，着実な経
済成長が実現されたが，前述のスキャンダルで連立与党，とりわけ小地主党
の支持率が凋落し，オルバーン首相も若いのに民族主義的・ポピュリスト的
な言動で評判を落としたため，2002年の国会選挙では青年民主同盟・民主
フォーラム連合が188議席をとったものの社会党が178議席，自由民主同盟が
20議席で，後二者合計の198に及ばず，政権を明け渡すことになった（得票
率が５％に達しなかったハンガリーの正義・生命党や小地主党は１議席もえ
られず)。こうしてメジェシ首相のもとで中道左派連立政権が復活し，「百日
計画」で社会福祉の改善，公務員給与増，労働者保護，自営農民支援，「国
家イメージ・センター」（前政権の宣伝機関）の廃止などを実施したほか，
ＥＵ加盟に関わる農民保護交渉，ルーマニアとのハンガリー系住民の地位協
定再交渉，市民団体・労働組合・野党との対話・協議の正常化（前政権下で
滞っていた）を行なっている(鋼)。メジェシ氏はホルン政権で蔵相を務めた経
済専門家で，ＥＵ加盟のためにも経済・法制改革を推進していくことは間違
いない。
こうして，1989年以来13年間にわたってハンガリーはほぼ一貫して民主化
と市場経済化を進めてきた。民主化面では，そもそも共産党独裁の廃絶自体
が，党内で改革派が指導権を握ったことで，復活した野党勢力との平和的話
合いによって行なわれたのだし，その後の選挙も平和的に実施され，ほぼ中
道右派一中道左派一中道右派一中道左派と規則的に政権交替が行なわれて，
独裁的傾向の復活や政治腐敗の悪化を阻止しつつ，徐々に二大政党制の確立
に向かっている。中道右派政権時には共産党独裁時代の不法行為に対する権
利回復や補償がなされたが，責任追及・報復はほとんどなされなかったし，
中道左派政権になっても旧共産党員を多数擁する社会党はもはや国有企業や
計画経済，手厚い社会保障の維持に固執することなく，市場経済化推進，ＥＵ
加盟実現を最優先しており，要するに政権交替があっても内外政策が大幅に
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変更されることはなかった(37)。1990年頃には，ハンガリーの「民主化」とは
「＿方では，資本主義化，自由化，民主化と豊かさ，ヨーロッパへの一体化
と地域協力という側面を持ちつつ，他方で，保守化，民族主義化民衆のア
パシーの広がり，反ユダヤ主義などの要素もあわせ持っている」という懸念
を示す論者もあったが(犯)，懸念された側面は幸いにも強まらなかったのであ
る。しかし，旧ソ連諸国の多くや，東欧でもユーゴスラビアなど一部ではこ
の後者の傾向（反ユダヤ主義を排外主義と一般化すれば）こそが強いのは事
実である。
とはいえ,ハンガリーでさえ,民主化は知識人エリートの交代でしかなく，
大衆は受動的で西欧的市民社会にはほど遠いと言われる(39)。フリッツ(Tnmds
FIicz）によれば，1990-98年の選挙において有権者は与党も野党もエリー
トの利益を代表するもので市民を悩ます真の問題に無関心とみなしていた。
その結果，
（１）投票率が一般に低かった-1990年65％，９４年69％，９８年56％（いず
れも第一回投票)。
（３）政党への忠誠が乏しい－世論調査によると,50％以上が無党派で,５
分の１のみが特定政党に忠実。
（４）1990年以来の投票行動の不安定さ-1990年の第一回投票では民主
フォーラムと自由民主同盟が対等だったのに，第二回では前者が圧
勝。９４年には前の民主フォーラム投票者の多くが社会党に投票。９８年
には前の社会党投票者の多くが青年民主同盟に投票･政治的ムードや
感`盾的動機に流される。
（５）「大政治」制度に対する公衆の不満は当初から明らかで，年毎に大き
くなった－世論調査は，国会や政府ですら信用されていないことを
明瞭に示している(４０)。
……これらはたしかにその通りであるが，一党独裁から多党制民主主義へ
の過渡期の流動的状況と見るべきで，日本も冷戦終結後自民党の一党支配が
２１６
社会主義から民主主義・市場経済への移行一ハンガリーはなぜ成功したか
崩れるなかで類似した状況になっている。むしろハンガリーの方が，二大政
党による定期的政権交替状況に近づいていて，日本より民主主義が発展して
いるとすら言えるかもしれない。ハンガリー人が，その政治的不満を，たと
えばポーランド人ほどには抗議行動の形で表明しないのは，自殺率が高いこ
とに示される国民の悲観主義的`性格のためというよりは，社会主義時代の
1980年代半ばから政府が労働組合と交渉して経済的・社会的政策を決定する
といった団体主義的（コーポラテイスト）政治が行なわれていたためであろ
う(41)。たとえ現在の政治に不満があっても，1998年の世論調査で,国民の39％
は共産主義政権を嫌い，その復活を拒否し，５分の１のみが旧政治体制を肯
定しその復活を望み，残りは旧政治体制を評価するがその復活を拒否してい
るのである(42)。
市場経済化面では，社会主義時代にすでに国有企業の株式会社化や独立採
算制への移行措置を進めていたので，民営化を外資導入により大胆かつ着実
に進めることができ，現在はほぼ終了してむしろ対外投資が始まっている。
外国直接投資は1999年までにネットで177.7億ドルに達し，うち126億ドルが
民営化関連で，その２分の１が政府収入とされて対外債務支払いに充てられ
た(４３)。－人当りの外国直接投資累積額で，ハンガリーは旧ソ連・東欧諸国中
断然一位であることは前述した。それによってハンガリー工業はかなり近代
化して国際競争力をえ，９０年代後半から先進国向け輸出が急増しており（外
資系企業による市場経済国向け輸出高は1995年の94億ドルから99年の208億
ドルへ，先進国向け輸出品目中製造業製品と機械設備を合わせた比率は95年
の54％から99年の76％へ)(鰹)，それが経済成長を支えている（GDPの成長率
は1997-2001年に平均年4.0％)(45)。対外総債務のGDP比も，1995年までは
増大したがその後減少に転じ，2000年には64％程度となっている(46)。これは
まだ高いし，物価上昇率も9.8％となお高い。失業率は2001年末に5.6％と低
くなったといっても(47)，早期退職者や就業断念者が増えたためもあり，社会
福祉の削減とともに，市場経済化に否定的面のあることは無視すべきでな
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い。しかし，毎年の世論調査で有権者に対して「もし明日ＥＵ加盟問題につ
いての国民投票があるなら，加盟に賛成しますか反対しますか」と間うてい
るのに対して，1995年には賛成46％，反対12％（他は回答せず）だったのが
2000年には賛成57％に増えている（反対は12％で変わらず)(蝿)。就業人口の
産業部門別構成は，2000年に第一次７％，第二次34％，第三次59％で(49)，ハ
ンガリー経済はすでに先進国的な「脱工業化」段階に入っているようにも見
えるが，貿易相手国の急変への対応過程で工業人口が一時減少している面が
ある。脱農(林漁)業度を他国と比較するならば，ＥＵ諸国の中でもギリシャ
（17％)，ポルトガル（13％)，アイルランド（９％）はハンガリーの７％よ
り高く，遅れている（ちなみに，チェコは５％，ポーランドは19％)(釦)。
結びにかえて－民主主義化と市場経済化の相関関係
以上，主にハンガリーについて，民主主義化と市場経済化が相伴って発展
してきたことを確認したが，最後に，その両者の相関関係についてより一般
的に考察してみよう。
前述のコロドウコは，１日ソ連・東欧諸国において，民主化と市場化の間に
明らかな相関関係があることを指摘していたが，その理由を次ぎのように論
じている－民主主義は，（１）ビジネスに関与する自由を意味する。（２）
効率的経済政策のための枠組みと適合する。（３）政治が経済より優勢にな
らなくとも，拡大能力を引き出しうる－ので，民主的組織と慣行は経済活
動に，さらには成長能力に多元的影響を及ぼす，と(51)。しかし，民主的に選
ばれた政治指導者が，経済成長に有効な政策を実施しうるとは限らない。所
得の不平等が激化する政策は，とりわけ実行し難い。そのため，市場化政策
における停滞や退行も生じがちである。
実際，やはり前述のネルゴールトは，旧ソ連・東欧20カ国について，急速
で包括的な経済改革を民主的に行なった国は成長面でも貧困軽減面でももつ
とも成功しているが，急進的改革を開始しながら政治的コストや官僚の抵抗
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で中止した国が最悪であるとする。すなわち，東アジア方式の，経済改革を
民主化より優先する戦略は，法律に基づいた制度の弱い旧ソ連・東欧諸国で
は同様の結果を生みそうにない。なぜなら民主化しなければ強力な制度がで
きず，後者は持続的経済成長の前提条件だからだ。結局，社会主義時代まで
に比較的近代化し「歪み」の少なかった中欧諸国では，外国からの財政的・
政治的支援を受けつつ急速かつ包括的な改革が可能となっているが，それ以
外の近代化が遅れ｢歪み｣の大きな諸国では，急速で包括的な改革は経済的・
社会的コストが高すぎて自由民主主義と両立せず，政治的腐敗が経済成長を
妨げているのである(52)。…東アジア諸国やシンガポールで、民主化なしに市
場経済を発展させた例では、法治国家化し政治的・行政的腐敗が少なかった
のだろう。
東欧諸国への外国からの支援について，シマイ（MiM1ySimai）も，「民
主的過程と市場」という論考のなかで次ぎのように論じている－「こんに
ち，多くの源から政治的変化に対する外部の影響が及んでいる。（１）西側
の民主的市場体制からの強力な「依存効果』がある。これは，持続可能な民
主的体制を創り出すために，限定的だが確かな役割を果たす。（２）民主的
制度作りを手助けしたい，基金や他のＮＧＯを含む，多様な西側の公私の機
関が役割を果たしている。これらも，もちろん限られた影響力しか持たない
－とりわけ,発達した市民社会を欠くいくつかの移行諸国においては。（中
略）（３）もう一つの要因は，外部の保証問題に関わる。民主主義の持続可
能性は，もしある社会が強力な民主的勢力と，民主主義の強力な唱道者を含
む有機的に発達した市民社会を欠き，不可避的な社会的緊張や紛争に対処す
るに若くて未熟な民主的機関を持つ場合には，外部からの支援と保証におお
いに依存する。ここでは，ヨーロッパで引き続き，中東欧諸国内の急進派を
支持するような外部の独裁政権が存在しないことが，もっとも重要であ
る｡」（調)……この最後の部分は，ソ連のことだけでなく，両大戦間のドイツ
やイタリアのことも念頭においた発言であろう。確かに，現在，民主的で市
２１９
場経済のＥＵ諸国がヨーロッパで支配的で中東欧諸国の移行に支援と保証を
与えていることは大きな力となっている。
結論として，筆者も民主化，あるいは少なくとも法治国家化が，市場経済
の発展にとって必要であり，ハンガリーの事例はそれを裏付けていると考え
る。すなわち，ハンガリーでは社会主義化以前に民主化と市場経済化がある
程度発展していたこと，社会主義化でそれらは後退したが，工業化や社会の
制度化は進み，1960年代後半からは市場経済的活動や法治国家的`慣行が導入
されていたこと，それによって脱社会主義過程において民主化と市場経済化
が，互いを支え合いながら速やかに進展し，他の旧ソ連・東欧諸国より高い
水準に到達したのである。チェコ，ポーランド，スロベニア，エストニアな
どの中東欧諸国は，歴史的にも現状でもハンガリーに近い発展を見せている
が，他の旧ソ連諸国やバルカン諸国は，ネルゴールトが言うように近代化が
遅れ，かつ社会主義化によって生じた「歪み」が大きかったために，民主化
においても市場経済化においても困難な道を歩んでいる。これら諸国には，
ＥＵ諸国の「依存効果」も支援もあまり大きくない。それゆえ，前者グルー
プと後者グループ間の格差は，今後ざらに拡大すると危倶される。後者諸国
は，まず議会制民主主義の確立により，政治・行政の透明`性を高めることか
ら取り組まねばなるまい。
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